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小学生の情動調整の発達

－自己調整と相互調整の観点から－

Development of Emotional Regulation in Elementary School Students:
From the Viewpoint of Self-Regulation and Mutual Regulation

武　居　菜　生*　　吉　井　勘　人**

TAKEI Nanase　　　YOSHII Sadahito

要約：近年,小学校では情動面に問題を抱え,支援を必要とする児童が増加傾向にある。

本研究では,児童期の小学２, ４, ６年生（377名）を対象として,自分自身で情動を調

整する自己調整と他者との関わりを通して情動を調整する相互調整の観点から情動調

整方略の変化を検討するため,困難状況において対処の方法を尋ねる質問紙調査を行っ

た。その結果,小学２年生から６年生にかけて情動調整の方略数が増加すること,学年

が上がるにつれて情動調整方略として自己調整のタイプを相互調整よりも多く用いる

ようになること,自己困惑場面と他者困惑場面では情動調整方略の仕方が異なることが

明らかになった。また,情動調整方略を用いる理由について,学年が上がると「低学年

だったら高学年がゆずらないといけない」といった学校の規則や規範に従おうとする

「慣習」や,「まきこまれたくない」というように自己防衛する「自己管理」が増える

ことが示された。

キーワード：情動調整方略　自己調整　相互調整　小学生

Ⅰ　問題と目的

　文部科学省（2012）の「通常の学級に在籍する発達障害の可能性のある特別な教育的支援を必要

とする児童生徒に関する調査結果」によると，学級の児童の約6.5％が発達障害の可能性があり，さ

らにそのうちの3.6％ほどは衝動性や対人面などの行動面について問題があるとの結果が示された。

また，文部科学省（2015）の「小・中学校における通級による指導を受けている児童生徒数―公立

―」によると，公立小中学校で通級による指導を受けている児童生徒のうち，自閉症である児童生

徒が15.7％，情緒障害である児童生徒が11.8％との結果が示された。このように,小中学校には情

動面に何かしらの困難を示す児童生徒が一定の割合でいることから，子どもが自分自身の情動を調

整する能力を身につけていくための支援が必要ではないかと考えられる（長崎・中村・吉井・若

井, 2009）。

　情動とは， 自閉スペクトラム症（以下，ASDと表す）児者への包括的教育アプローチとしての

SCERTSモデルによると，次のように定義される。現実・記憶・空想の，状況，出来事，相互作用へ

の反応において人の体験される，内的で複雑で多面的な心理状態であり，情動状態は，その情動の特

性，質，極性などによって分類されることがあり，興奮や喜びのようなポジティブな情動，怒りや

不安のようなネガティブな情動を含んでいる（Prizant,Wetherby,Rubin,Laurent,& Rydell., 2006）。そし
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て, 情動調整（Emotional Regulation）とは，「個人が適応的に機能しうるために，情動的覚醒を変化

させたり，コントロールしたり，調節したり，修正したりする内的，外的な有機的要因」（1991,p.15）
と定義されている。情動調整は,大別して２つのタイプがあり, １つは,自分自身で調整する「自己

調整」,もう１つは,他者を介して調整する「相互調整」があるとされる。また,情動調整には，１）

認知的評価，２）情動（覚醒）の生理的側面，３）情動表出（感情表示と行為），４）社会化，５）

情動や気分の状態の調整という５つの次元を持つものとされている（Prizant et al., 2006）。SCERTSモ
デルでは，情動や気分の状態の調整を「調整不全からの回復（Recovery from Dysregulation）」と呼ん

でおり，社会的発達や情動発達において重要な構成要素とみなされ，多様な社会的文脈の中での適

応機能にとって不可欠なものであるとされている。また，情動調整は，注意や社会的参加の基礎と

なる中心的なプロセスであり，最良の社会－情動の発達，コミュニケーションの発達のため，また

障害のある子どもと障害のない子どもとの関係性の発展のためにも必要不可欠なものであると言及

されている（Prizant & Meyer, 1993）。
　情動調整とそれに関連する自己調整や自己制御の発達についてみていきたい。金丸・無藤（2004）

は，情動調整を，ネガティブな情動反応が一定時間内において，状況適応的に調整され，変化する

プロセスであると位置づけ, ２～３歳の乳幼児における不快場面での情動調整行動を検討し，情動

調整プロセスの個人差，２歳時点から３歳時点への情動調整プロセスの発達的変化として，３歳児

は２歳児と比較して，より自律的で適応的な情動調整が可能になるといった３歳児の情動調整の自

律性を指摘している（金丸・無藤, 2006）。丸山（2009）は，幼児期から青年後期における自己調整

能力の発達的変化を自己主張的行動と自己抑制的行動の面から検討し，年齢が高くなるに従って自

己抑制的行動がより多く用いられると述べている。そして，「自己調整」の自己主張的側面と自己抑

制的側面の両面をバランスよく発揮させることが適応と深く関係すると述べている。このことから，

加齢に伴い，情動調整機能が発達し，特に「自己調整」の側面の発達がみられることが予測される

と考えられる。また，子どもの情動調整は場面により違いがみられることが報告されている。長濵・

高井（2011）は，就学前期における自己調整機能の発達を検討し，４歳児，５歳児の口頭回答では，

他児が遊んでいる玩具で遊びたくなる場面である「他者先取場面」において自己主張が多く，自分

と他児のどちらかが先ではなく，対等な立場で生じた場面である「対等場面」に比べても自己主張

は増加していることから，場面の違いに応じて子どもの自己主張が異なることがわかっている。

　情動調整は環境に適応する際に必要不可欠な機能であるが，それでは，子どもはどのような理由

で情動調整を行うのであろうか。児童期の子どもは，学校生活や自身の経験を通して，学年が上が

るにつれて学校での規則や普段の生活の中での暗黙のルールを身につけていく。小学校低学年では，

社会的な問題へ対処する際に「友達がかわいそうだから」や「友達に優しくしたい」などの道徳的

な視点で判断を行うことが多いであろう。これは，これまでの家庭生活や園生活，学校での授業を

通してこういった考え方を身につけてきたからではないかと考えられる。しかし，学年が上がるに

つれて道徳的な視点のみならず，物事や状況の全体を把握できるようになる。例えば，社会的な問

題へ対処する際に，出来事の前後や他の出来事，人との連関性，自分にとってのメリットやリスク

も踏まえて考えるようになる児童が出てくると考えられる。また，学校での生活が長くなると，「先

生に報告したほうがいい」や「いつもそうしているから」といったように，学校生活の中での規律

や学校生活を送る上で必要と思われるルールを自分で見つけ出したりするのではないであろうか。

このことから，年齢が上がるにつれて道徳的判断に加えて，慣習や自己のリスクの判断に基づき情

動調整を行うようになると予測される。

　以上の知見を整理すると，就学前から青年期にかけて情動調整の能力が発達すること, 場面に

よって情動調整方略の使用が異なること,情動調整方略を使用する理由は,学齢期においては学校の
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規則や規範の影響を受けることが想定されるであろう。また,先行研究では,青年期や幼児期の情動

調整を検討した研究はみられるが，児童期に焦点を当てた情動調整の研究は少ない。加えて,情動調

整を自己調整と相互調整の観点（Prizant et al., 2006）から検討した研究はみられていない。

　そこで本研究では，児童期の小学生を対象として，自己調整と相互調整といった観点から情動調

整方略の発達的変化について以下の仮説を検証することを目的とする。

仮説１－小学２年生から６年生にかけて情動調整方略が発達する。

仮設２－学年が上がるにつれて，情動調整方略として「相互調整」のタイプよりも「自己調整」の

タイプをより多く用いるようになる。

仮説３－場面の違いによって情動調整方略が異なる。

仮説４－情動調整方略を用いる理由については，学年があがるにつれて，「慣習」や「自己管理」が

増える。

Ⅱ　方法

１．対象児

　A県内にある公立小学校２校の児童，合計377名を対象とした。通常学級に在籍する小学２年生

126名(男65名，女61名，平均年齢7.62歳)，小学４年生127名（男55名，女72名，平均年齢9.67歳），

小学６年生124名（男62名，女62名，平均年齢11.68歳）であった。

２．調査期間

　20XX年10月～ 11月

３．質問項目

　質問紙による調査を以下の２つの内容で構成した。

（１）フェイスシート：調査対象に年齢と性別の記入を求めた。

（２）ある事柄に対して対処の仕方

を求める質問項目：長濵・高井の物

の取り合い場面における幼児の自己

調整機能の発達（2011）を参考とし

て，４つの質問項目を設定した。回

答は対処の仕方についての自由記述

に加え，回答が難しい児童を想定し

て４つの選択肢回答を用意した。質

問項目の具体的な内容を表１に，そ

の際質問紙に記載した場面を表すイ

ラストを図１に示した。まず，長

濵・高井（2011）を参考に，学校場

面で起こりうる，児童が困り感を感

じる出来事を給食と休み時間におい

て設定した。さらに，設定した場面は，自分が出来事の当事者であった場合と，傍観者であった場

合の２つにわけて設定した。選択肢は自己調整と相互調整の２つの観点から作成し，その中でさら

に①自己主張，②友だちへの働きかけ，③先生への働きかけ，④自己抑制，になるように設定した。

また，選択肢回答については，なぜその番号を選んだのかという理由についても回答欄を設けた。

　質問文は，小学２年生にも意味が理解できるように，大学教員と筆者を含む４名の障害児教育を

表１　調査に用いられた質問項目と選択肢の概要
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専攻する大学生の計５名で検討して作成したのち，小学２年生２

名に対して予備調査を実施した。

４．手続き

　担任教師に，以下の手続きで質問紙調査を実施するように依頼

した。まず，調査対象者にフェイスシートとある事柄に対して対

処の仕方を求める質問項目（計４問）を設定した両面１枚の質問

紙を配布した。次に，配布した「アンケートの実施にあたって

の手続き」に沿って，教師が学級の児童にアンケートの配慮事項

をよく読むように伝え，性別・学年の記入，質問項目の１から始

め，教師が質問文を読んで児童が回答するように指示した。全４問の質問項目については「これに

は，あっている答え・まちがっている答えというものはありません。思いついたものをできるだけ

たくさん書いてください。難しいものや，わからないものがあったら答えなくてもいいです。」と記

して，調査対象者に回答の記入を求めた。アンケートの所要時間は20分とした。回答後，教師が質

問紙を集めて回収袋に入れた。後日，筆者が回答後の用紙を回収した。

　なお，本調査を実施・発表するにあたっては，質問内容や手続きについて学校の管理職に説明を

行い，同意を得た上で行った。

５．分析方法

　分析は以下の手順で行った。

（１）自由記述に含まれる動詞の数の平均：表

２に示したように，自由記述の回答に含まれて

いる動詞を，具体的な行動内容を指しているも

のを１とし，質問項目ごとに学年別の平均値を

算出し，一要因の分散分析を行った。

（２）自由記述に含まれる方略数とタイプ：表

３に示したように，自由記述の中で，独立した

１つの行動を１として，１人当たりの方略数

と，その方略のタイプを，表４のように「自己

調整」「相互調整」「自己調整と相互調整」の３

つに分類し，各タイプの回答数とその平均値を

算出した。また，方略については，複

数方略のうち，「AがだめならB」と

いう仮定をもとに記述された方略の回

答数を算出した。ここでは，自分自身

の行動についてのみ記載されているも

のや，誰に対してする行動なのかにつ

いての記載がなかったものは全て「自

己調整」，周りの人への働きかけが記

載されているものや，周りの人を想定

しての行動が記載されていたものを全

て「相互調整」とした。

（３）選択肢回答の分類：選択肢回答

の番号の回答数を学年ごとに算出し，

図１　質問紙に記載したイラスト

表２　動詞数の数え方の例

表３　方略数の数え方の例
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学年（３）×番号（４）のχ2検定を

行った。また，選択肢回答の①自己

主張と④自己抑制を合わせて「自己

調整」，②友達への働きかけを通し

た相互調整と③先生への働きかけを

通した相互調整を合わせて「相互調

整」として，それぞれの回答数の頻

度を算出し，学年と自己・相互調整

の連関性を見るために学年（３）×

調整タイプ（２）のχ2検定を行っ

た。

（４）選択肢回答の理由の分類： 表

５に示したように， Smetana（1993）

を参考に，「道徳」「慣習」「自己管

理」の３つに加え，「不適切」「その

他」「無回答」の６タイプに分類し，

学年（３）×タイプ（６）のχ2検定

を行った。

　なお，（１）の統計処理にはSPSS Statisticsを，（２）（３）（４）は js-STAR2012を用いた。

表４　各質問項目の方略のタイプ分類の例

表５　選択肢回答の理由のカテゴリー分類



－ 258 －

小学生の情動調整の発達

Ⅲ　結果

　質問紙による回収率は100％であった。

１．自由記述に含まれる動詞の数の平均

　図２に，自由記述に含まれていた動詞

数の学年ごとの合計を示した。一要因

の分散分析の結果，条件（学年）の効

果は有意であった（F（2,148  9）=6.724, 

p<.001）。TukeyのHSD検定を用いた多

重比較によれば，小学２年生と小学４年

生，小学２年生と小学６年生の間に有意

差があった（p<.05）。しかしながら，小

学４年生と小学６年生の間の差は有意でなかった。

　以上より，小学２年生から小学４年生，６年生にかけて自由記述に含まれる動詞数が増加したと

いえる。

２．自由記述に含まれる方略数とタイプ

　図３に自由記述に含まれる方略数の結

果を示した。学年と方略数について連

関性を見るために学年（３）×方略数

（３）のχ2検定を行ったところ有意で

あった（χ2=12.351,df=4,p<.05）。この

ことから学年が上がると方略を複数獲得

する子どもは増加するといえる。

　また，全質問項目の自由記述につい

て，「AがだめならB」という方略が記

述されているかの有無を「当事者困惑場

面」と「他者困惑場面」にわけ，学年ご

とにそれぞれ算出し，図４，図５に結果

を示した。図４の「当事者困惑場面」で

は「AがだめならB」の記述ありの人数

が小学２年生で14名，４年生で21名，

６年生で11名おり，記述なしの人数は小

学２年生で237名，４年生で233名，６

年生で237名であった。図５の「他者困

惑場面」では「AがだめならB」の記述

ありの人数が小学２年生で１名，４年生

で３名，６年生で10名おり，記述なしの

人数は小学２年生で247名，４年生248

名，６年生で235名であった。「他者困惑

場面」では，「AがだめならB」という方

略の記述ありの割合が，学年が上がるご

とに増えていることがわかる。

図２　全質問項目：自由記述に含まれる動詞数の学年ごとの平均値

図３　全質問項目：自由記述に含まれる学年ごとの回答数

図４　自己困惑場面の質問項目（1.3）：
　　　自由記述において「ＡがだめならＢ」の方略の有無の割合

図５　他者困惑場面の質問項目（2.4）：
　　　自由記述において「ＡがだめならＢ」の方略の有無の割合
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　さらに，図３の自由記述に含まれてい

た方略を，「自己調整」「相互調整」「自

己調整＋相互調整」の３タイプに分類

し，その回答数を算出した結果を図６に

示した。学年と方略タイプについて連関

性を見るために学年（３）×方略タイプ

（３）のχ2検定を行ったところ有意で

あった（χ2=35.878,df=4,p<.01）。学年

が上がると方略タイプは自己調整が増加

し，相互調整が減少するといえる。以上

より，学年が上がると出来事に対する対処方略を複数獲得し，さらに獲得した方略のタイプを見る

と，「自己調整」が増加し，「相互調整」が次第に減少していくといえる。

３．選択肢回答の分類

　全質問項目における選択肢回答の回答

数の割合を学年ごとに算出し，図７に結

果を示した。学年と選択肢回答の連関

性を見るために学年（３）×回答（４）

のχ2検定を行ったところ有意であった

（χ2=68.551,df=6,p<.01）。小学２年生と

６年生では自己抑制である「自己調整」

が増加し，友だちへの働きかけを通した

「相互調整」が減少するといえる。

　また，選択肢回答の①自己主張と④自

己抑制を合わせて「自己調整」，②友達

への働きかけを通した相互調整と③先

生への働きかけを通した相互調整を合

わせて「相互調整」とし，全質問項目

における選択肢回答の回答数の割合を

学年ごとに算出し，結果を図８に示し

た。学年と自己・相互調整の連関性を見

るために学年（３）×調整タイプ（２）

のχ2検定を行ったところ有意であった

（χ2=21.061,df=2,p<.01）。小学２年生と

６年生では「自己調整」が増加し「相互

調整」が減少しているといえる。

　さらに全４問の質問項目を「当事者困

惑場面」と「他者困惑場面」にわけ，選

択肢回答の回答数の合計を算出し，図９

に結果を示した。学年と選択肢回答の連

関性を見るために場面ごとに学年（３）

×回答（４）のχ2検定を行ったところ

「当事者困惑場面」において有意であっ

図６　全質問項目：自由記述に含まれる学年別の方略タイプの分類わけと回答数

図７　全質問項目：学年ごとの選択肢回答の割合

図８　全質問項目：選択肢回答の自己調整と相互調整の学年ごとの割合

図９　当事者困惑場面の質問項目（1.3）：選択肢回答の内訳
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た（χ2=45.023,df=6,p<.01）。「当事者困惑場面」においては学年が上がると自己抑制を通した「自己

調整」が増加し，友だちへの働きかけを通した「相互調整」が減少するといえる。

４．選択肢回答の理由の分類

　図10に選択肢回答の理由を

６つのタイプに分類し，学年ご

との合計を算出した結果を示し

た。学年と理由のタイプについ

て連関性を見るために学年（３）

×理由タイプ（６）のχ2検定

を行ったところ有意であった

（χ2=73.609,df=10,p<.01）。 小 学

２年生から４年生にかけて「慣

習」タイプが増加し，小学６年

生では「自己管理」タイプが増

加すると言える。さらに，小学

２年生から６年生にかけて「無

回答」が減少していると言える。

　また，図11，図12に，全４

問の質問項目を「当事者困惑場

面」と「他者困惑場面」にわ

け，それぞれの場面ごとに選択

肢回答の理由のタイプを６つに

分類した学年ごとの結果を示し

た。場面ごとでの学年と理由の

タイプについて連関性を見るた

めに，「当事者困惑場面」と「他

者困惑場面」という場面ごとに

学年（３）×理由のタイプ（６）

のχ2検定を行ったところ「当

事者困惑場面」で有意であった

（χ2=37.504,df =10,p<.01）。「 当

事者困惑場面」では，小学6年

生で「自己管理」タイプが増

加すると言える。また，「他者

困惑場面」でも学年（３）×

理由のタイプ（６）のχ2検定

を行ったところ有意であった

（χ2=44.768,df=10,p<.01）。「他者

困惑場面」では小学２年生から

４年生にかけて「慣習」タイプ

が増加すると言える。

図 10　全質問項目：選択肢回答の選択番号の選択理由のタイプの内訳

図11　当事者困惑場面での選択肢回答の選択番号の選択理由のタイプの内訳

図 12　当事者困惑場面での選択肢回答の選択番号の選択理由のタイプの内訳



－ 261 －

小学生の情動調整の発達

Ⅳ　考察

　本研究では，自己調整と相互調整といった観点から情動調整の発達的変化を明らかにすることを

目的として，小学生を対象に質問紙調査を行った。以下では，各仮説について検証する。

１．情動調整方略の発達

　仮説１として「小学２年生から６年生にかけて情動調整方略が発達していく」という仮説をたて

た。困惑場面における対処の仕方について，自由記述に含まれていた動詞の数を分析した結果，小

学２年生から４年生にかけて動詞の数が増加する結果が示された。例えば，質問１のパンを落とし

てしまったという当事者困惑場面での対処方略では，小学２年生の「先生に言う」（動詞数１）が，

小学４年生では「まず給食のおぼんなどを自分のつくえにおいてから，テッシュでおとしたパンを

ひろい先生にいいきゅうしょくしつに行きあたらしいパンをもらう」（動詞数６）のように，回答文

の中の動詞数が増えていることがわかる。この例のように，小学２年生から４年生にかけて，対処

の過程を細分化し，詳しい手だてを考えることができるようになっていくことがわかる。また，小

学２年生から６年生にかけて，方略数が増加することが示された。例えば，質問１のパンを落とし

た当事者困惑場面では，小学２年生の方略数１の「①先生にいう」から，小学４年生の方略数２の

「①今日パンが残っているか一度見て，なかったら給食室へ新しいパンをください。すみません。と

いってとりかえてもらう。②パンがあったらパンをとりかえます。と先生にいってとりかえる。」へ

と方略数が増加している。この例では，手だてを詳しく考えることに加えて，異なる２つの仮定を

立てて仮定ごとに考えていることがわかる。

　以上のことから，児童期の情動調整方略は学年が上がるにつれて発達するという仮説１が支持さ

れたと考える。困惑した出来事に対処するための方略を，対処の過程を追って詳しい手だてが考え

られるようになること，また，複数の仮定を立てて，仮定をもとに考えることが可能になるのでは

ないかと考えられる。

　このような情動調整方略の発達の背景には，Selman（1971)の提唱する社会的視点取得能力の発達

が関連していると考えられる。Selman（1971)によると，役割取得（社会的視点取得）のレベルは，

６～８歳台の主観的役割取得から８～10歳台の自己内省的役割取得へと発達していくとされている。

６～８歳ころには他者の視点に立つことが難しいが，８～10歳ころには自分の視点を分化でき，他

者の視点に立って自己の思考や感情を考えることができるようになる。本研究でも，小学２年生か

ら４・６年生にかけて，社会的視点取得能力が発達することで，複数の仮定を想定するといった情

動調整方略の発達がみられたと考えられる。

２．自己調整方略と相互調整方略の発達

　仮説２として「学年が上がるにつれて，情動調整方略として「相互調整」よりも「自己調整」を

より多く用いるようになる」という仮説をたてた。対処についての回答の自由記述を「自己調整」

と「相互調整」に分類したところ，学年が上がるにつれて「自己調整」が増加し「相互調整」が減

少した。また，選択肢回答の全体をみても，小学２年生から６年生にかけて「自己調整」が増加し

「相互調整」が減少することが示された。選択肢回答での「自己調整」と「相互調整」の内訳を見て

いくと，「自己調整」では，特に選択肢番号④にあたる，「自分が我慢する」，「特に関わらない」，と

いった「自己抑制」が増加していた。丸山（2009）によると，「幼児期から青年期にかけて，年齢が

高くなるに従って自己抑制的行動はより多くみられるようになる」とされている。本研究でも，小

学２年生から６年生にかけて，自己抑制が高まっており，先行研究の知見を支持しているといえる。

加えて，自己抑制が高まった要因としては，規範意識（慣習）の高まり（丸山, 2009）が関連して

いるのではないかと考えられる。本研究では，選択肢回答の選択理由で示されたように，小学４年
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生では，「もしてい学年だったらゆずんないとだめだから」や「ゆずり合いが大切だから」といった

記述がみられた。これらは，学校生活を通してこのような考え方やルールを学んだ結果であると考

えられる。従って，低学年から中学年にかけて，「慣習」のような規範意識が高まることがわかる。

　以上から，小学２年生から６年生にかけて「自己抑制」を中心とした「自己調整」が増加したの

ではないかと考えられるであろう。

　一方，「相互調整」では，特に選択肢番号②にあたる友だちへの働きかけを通した「相互調整」が，

学年が上がるにつれて減少していた。その要因としては，③の先生への働きかけを中心とした「相

互調整」を選んだ理由の中に，「友達に言っても解決するかわからないから」や「友だちに言っても

その友だちもわからないかもしれないから」「かいけつできる人は先生だけだから」という記述が

あったように“困ったときは友達よりも先生に言う方がよい”といった小学校の中での暗黙のルー

ルを子どもが学校生活を通して学んでいくことが関連しているのではないかと考えられる。

　以上より，学年が上がるにつれて，情動調整方略として「相互調整」のタイプよりも「自己調整」

のタイプをより多く用いるようになるという仮説２は支持されたと考える。

３．場面と情動調整との関係

　仮説３として，「場面の違いによって情動調整方略の使用の仕方が異なる」という仮説をたてた。

そこで全４問ある質問項目を「当事者困惑場面」（質問１・３）と「他者困惑場面」（質問２・４）

にわけ，それぞれの場面別に動詞数の平均を見ていくと，当事者困惑場面では小学２年生から６年

生にかけて増加した。一方で，他者困惑場面では，小学２年生と４年生の間では増加したが，小学

４年生と６年生の間では変化が認められなかった。このことから，当事者困惑場面が他者困惑場面

に比べて情動調整方略の手立てをより詳しく立てるようになっていくと考えられる。その要因とし

ては，場面の必然性が関連していると考えられる。当事者困惑場面では，自分自身が既に困惑場面

の渦中にいることから，自分自身が行動を起こさなければ困惑場面が解消しないという切迫感から

くる，出来事への対処の必然性の高さが影響していると考えられる。一方で，他者困惑場面では，

例えば，質問２のパンを落とした他者困惑場面で選択番号の選択理由に，「まきこまれたくないから」

や「友達が自分で落として自分とはかんけいないから」といった回答がみられた。これは，困惑場

面を解消するために自分が関わる必要はない，関わらなくても困惑場面は解消するのではないか，

という出来事へ関与することの必然性の低さが影響し，自ら出来事の対処に関わらないという選択

もできるようになることが，関連しているのではないかと考えられる。

　また，他者困惑場面では，「AがダメならB」という仮説を立てた子どもが，小学２年生から６年

生にかけて増加した。一方で，当事者困惑場面では，このような傾向がみられなかった。他者困惑

場面で，「AがダメならB」という仮説をたてた子どもが，学年が上がるにつれて増加した要因とし

ては，井上・久保（1997）の指摘する論理的思考の発達が関連していると考えられる。井上・久保

（1997）によると，「児童期の社会的事象の理解の特徴は，経験の広がりにより理解が多面的になる

点と，思考の発達に規定されて物事を論理的に推論できるようになってくる点とにある」とされて

いる。幼児期や小学２年生くらいでは，「場面的思考（質問に誘発されて頭に浮かんだ場面に拘束さ

れた思考）」がよくみられ，小学４年生くらいになると物事を推理し論理的に思考したりするように

なる。さらに，小学６年生になると，自分から様々な推論ができるようになり，推論的思考がかな

り安定してくることがわかっている。本研究でも，小学２年生から６年生にかけて，推論的思考が

獲得されたことで「AがダメならB」という仮説をたてることができるようになった子どもが増加し

たのではないかと考えられるであろう。

　以上から，場面の違いによって情動調整方略の使用の仕方が異なるという仮説３は支持されたと

考えられる。
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４．情動調整方略を用いる理由の変化

　仮説４として，『情動調整方略を用いる理由については，学年があがるにつれて，「慣習」や「自

己管理」が増える』という仮説をたてた。選択肢回答の理由を分類した結果，小学２年生から４年

生にかけて，「慣習」が増加し，小学４年生から６年生にかけて「自己管理」が増加していくことが

示された。小学２年生では「道徳」が一番多かったが，学校生活を始めて１年半ほどしかたってお

らず，学習や生活など様々な面で自分一人ではどうすればよいかわからないことも多いであろう。

従って，「こまってなにもしてあげないはちょっとだめだとおもう」や「ひとりでこころぼそくなっ

ていてかわいそうだから」といったように，自分を基準として物事を考えることが挙げられる。小

学２年生から４年生にかけて「慣習」が増加した要因としては，学校生活の中で慣習を学んでいく

ため，“わからない時はどうすればいいのか”，“どのように対処することが正しいのか”がわかるよ

うになり，学校の規則に従おうとする，義務感を持つようになることが予測される。また，小学６

年生で「自己管理」が増加した要因については，新たな情動調整方略として「自己防衛」を獲得し

たのではないかと考えられる。例えば質問２の選択番号の選択理由にあるように「まきこまれたく

ないから」「そんなこといちいち言ったらやなやつと思われる」といったように，慣習に従うだけで

なく，あえて出来事に干渉しない事で，リスクを回避し自分自身の情動の安定を保っていると理解

できる。以上のことから，「自己管理」を身につけることでリスクから距離をとれるようになる方略

を学んだと考えられる。

　以上から，学年があがるにつれて，「慣習」や「自己管理」が増えるという仮説４は支持されたと

考えられる。

Ⅴ　結論

　小学２年生から６年生にかけて，情動調整の能力は，以下のように発達すると考えられる。

・複数の仮説を立て，仮説をもとに情動調整方略を考えることができるようになる。

・情動調整方略は学年が上がると「自己調整」の中の自己抑制が発達する。

・「他者困惑場面」よりも「自己困惑場面」の方が情動調整の発達がみられる。

・学校生活を通して規律やルールを学ぶことで「慣習」による情動調整が増加する。

・小学６年生になると他者困惑場面において「無視」や「無干渉」の方略が多くみられるようにな

る。これは，「自己管理」による情動調整のためである。
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